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  ◎　境界地域研究ネットワーク JAPANが
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----------------------------------------------------------------------------
　ロシアから７月にウリュカエフ経済発展相が来日し、８月にはガルシカ極東発展
相の来日が予定され、９月にはウラジオストクでの東方経済フォーラムにプーチン・
安倍両首脳が参加することが見込まれています。日ロ関係がまた動き出すのでしょ
うか。（編集長）
----------------------------------------------------------------------------
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　━━　ロシア極東情報　━━

  ◇  ガスプロムは中国へのヘリウムの直接輸出を検討  ◇

　「ニジニレニンスコエ（ロシア連邦ユダヤ自治州）〜同江（中国）」橋梁と「ブ
ラゴベシチェンスク（ロシア連邦アムール州）〜黒河（中国）」橋梁を経由して中
国にヘリウムを直接輸出する可能性をガスプロムが検討していることを、ガスプロ
ム・エクスポルト社のアンドレイ・ブリノフ・マーケティング・輸出拡大部長がウ
ラジオストクの「東部石油ガスフォーラム」で発表した。
　「アムールガス加工工場（スボボドヌイ）のヘリウムはもっぱら、ハブ経由で供
給される。今後、橋が完成すれば、ヘリウムの一部が中国に出ていくだろう」とブ
リノフ部長は述べた。
　これまでに、将来のアムールガス加工工場から最大で年間6000万立方メートルの
ヘリウムをガスプロムが輸出する計画だということが報道されてきた。
  アムール州スボボドヌイ市周辺でのアムールガス加工工場の建設は10月に始まっ
た。工場の稼働は2021年に予定されている。ガス加工工場は世界最大規模のヘリウ
ム生産者となるだろう。ガスプロムが「東方ガスプログラム」の枠内で設置するヤ
クーチアやイルクーツクのガス生産拠点から、「シベリアの力」パイプラインで、
多成分ガスが工場に入ってくるとみられている。プロジェクトの費用は7906億ルー
ブルと見積もられている。
　「ブラゴベシチェンスク〜黒河」橋梁の建設のコンセッション契約書は６月中旬、
第27回ハルビン国際経済貿易商談会で署名された。国境横断橋梁のロシア部分はロ
シアの下請けが建設することが、政府間協定に記されている。橋梁建設時に1400人
余りの雇用が創出されるだろう。橋梁の３分の２がロシア国内を通る。事業費は
188億ルーブルと見積もられており、最新情報によると、ロシアが140億ルーブル、
中国側が52億ルーブルを出資する。
　「ニジニレニンスコエ〜同江」橋梁も建設中だ。中国側は自国部分を完成させ、
総延長は現時点で1775メートルとなっている。ロシア側は３径間の橋をつくること
になっている。ロシア側の橋の長さは約310メートルになる。ロシア側の事業費は
90億ルーブル程度で、このうち橋梁部の費用は40億ルーブルになることが、既に発
表されている。（リア通信７月６日）

  ◇  ガスプロムが沿海地方に
                          ヘリウム用コンテナのサービスセンターを設置か  ◇

　（株）ガスプロム・ガスエネルゴセチが「ナデジディンスカヤ」先行経済発展区
（TOR）の一環で、沿海地方でヘリウム入り断熱コンテナを取り扱う物流センター
の設置を計画していることを、ガスエネルゴセチ・ゲーリー社のアナトーリー・キ
ム社長が、ウラジオストクで開催中の「東部石油ガスフォーラム」で発表した。
　アムールガス加工工場（アムール州に建設予定）で液体ヘリウムを充填する前の
空の断熱コンテナの準備と、積み替えのために沿海地方の港湾に発送される前の実
入りコンテナのメンテナンスがこの物流センターで行われるとみられている。
　目下、ヘリウム入りコンテナの積替え専用ターミナルの選定についてウラジオス
トクとナホトカの港湾との交渉が進められている。
　ガスプロム・ガスエネルゴセチは、石油製品、液化炭化水素ガス、ヘリウムの販
売を専門とするガスプロムの事業主体。販売品目は、プロパン、ブタン、業務用プ
ロパン・ブタン混合ガス、広範囲の軽質炭化水素、全銘柄のガソリン、ディーゼル
燃料、重油、ガスボンベ等となっている。（インターファクス７月12日）

  ◇  日本はロシアのバイオテクノロジー技術に注目  ◇

　ロシアのデニス・マントゥロフ産業商務相は産業見本市「イノプロム2016」でテ
レビ局「ロシア24」のインタビューに応え、日本がバイオテクノロジー分野のロシ
アのノウハウに関心を示したことを述べた。
　「日本はバイオテクノロジーのポテンシャルを持っているだけでなく、我が国の
新薬関係のノウハウに関心を持っている」と大臣は述べた。
　マントゥロフ大臣はさらに、ロシアが生活ごみ処理の分野での日本との協力を重
視していることを表明。「日本はこの分野でリーダー的存在。約1200のごみ処理場
がある」とマントゥロフ大臣は述べた。
　これに先立つ12日、産業見本市「イノプロム2016」でマントゥロフ大臣は、
「2017年の『イノプロム』のパートナー国になるのは日本だ」とメディアに述べた。
　「イノプロム」はロシア最大規模の産業見本市の一つで、2010年からエカテリン
ブルクで開催されている。テーマは様々な分野（工業、建築、医療、環境、通信、
教育、運輸）のロシアや外国企業のハイテク技術およびプロジェクトだ。2015年の
パートナー国は中国、今年はインドだった。「イノプロム2016」は７月11から14日
まで開催され、95カ国から５万人余りの来場者を予想しており、フォーラムでは約
40件の契約書が署名される予定だ。（タス通信６月13日）

  ◇  対日エネルギーブリッジ事業は凍結か  ◇

  ルスギドロとインテルRAOのサハリンから日本へのエネルギーブリッジ建設プロ
ジェクトが凍結されたことが分かった。ルスギドロは、エネルギーブリッジは緊急
のプロジェクトではないと判断した。事業費や投資回収期間の見積もりはまだ出来
ていない。
  ルスギドロがまだ日本向けエネルギーブリッジ建設の最終判断を下していないこ
とを、同社のニコライ・シュリギノフ社長が13日、リア通信に語った。「サンクト
ペテルブルク国際経済フォーラム2016（SPIEF-2016）やモスクワでの最近の当社と
三井物産との会合は、双方ともまだ、エネルギーブリッジに関する決定を下す用意
がないことを示した」と社長は述べ、双方が潜在的需要や投資回収メカニズム、裏
付けのある財源についてまだ納得していないことを説明した。ルスギドロ側は本紙
に対し、プロジェクトの徹底検討が続いており、様々な実行案が検討されているが、
同時に、社内ではこれが緊急のプロジェクトではないことが理解されていると明言
した。エネルギー省は、両社が「東方経済フォーラム」会期中（ウラジオストク、
９月２〜３日）に成果の検討を予定していると発表した。
　東部エネルギーシステム社（ルスギドロ傘下）のエネルギーブリッジの提案の主
旨は、既存の発電所からの輸出とその段階的な拡大だ。建設中のサハリン第２火力
発電所から深夜帯に約500メガワットを送電することが提案された。必要に応じて
エネルギーブリッジの負荷容量を１ギガボルド増やすことができる、と東部エネル
ギーシステムはこれまで話してきた。同社のセルゲイ・トルストグゾフ社長は、日
本との交渉の主な話題は本州までの送電線の延長で、サハリンに最も近く、電力が
不足していない北海道ではないことを認めていた。アレクサンドル・ホロシャビン
前サハリン州知事は過去に、プロジェクトの費用を56億ドルと見積もっていた。
  業界には、2013年からインテルRAOが策定してきた対日輸出用エネルギーブリッ
ジの並行案も存在した。同社は交渉の進捗状況についてコメントしなかった。本紙
の電力市場の情報筋によれば、このプロジェクトは事実上、凍結されたことが分かっ
た。日本側の関心が薄く、ルーブル安は輸入資材の深刻な値上がりをもたらした。
ルスギドロとは異なり、インテルRAOは新規の建設（70億ドルの投資で３ギガワッ
トの火力発電所、年間の最大輸出量200億キロワット時）を提案した。第１段階
（2016〜2020年）ではウグレゴルスクでの出力１ギガワットの石炭火力発電所の建
設、ラ・ペルーズ海峡（宗谷海峡）までの送電線と北海道への海底ケーブルの敷設、
日本国内のネットワーク拡大が予定されていた。第２段階（2021〜2025年）は最大
出力1.05ギガワットの石炭火力電源をサハリンに、さらにガス火力電源を２つ（各
400メガワット）建設することを提案していた。７月にはロシア産業企業家連盟
（RSPP）のアレクサンドル・ショーヒン会長がより複雑な案を出した。SPIEF-2016
の枠内でのプーチン大統領と外国人企業関係者との懇談会では、ロシアからモンゴ
ル、朝鮮半島経由で日本に達するエネルギーブリッジが提案された。
（コメルサント・デイリー７月14日）

  ◇  漁獲割当と引き換えの対漁業投資を日本側に提案  ◇

　アレクサンドル・ガルシカ極東開発大臣は、水産資源の漁獲割当取得の可能性と
引換えにロシア極東の水産業へ投資するよう、日本の企業関係者に呼びかけた。
　「漁業分野では、『漁獲割当と引換えの投資』方式で日本企業との連携に対して、
我が国は開かれている」とガルシカ大臣は12日、記者会見で述べた。
　ロシアNIS貿易会会長の村山滋・川崎重工業代表取締役社長との会談で大臣は、
法律「漁業及び水生生物資源保護」及び水生生物資源捕獲割当ての分配の改善に関
するロシア連邦特定法令の修正が発効したことについて触れた。関連法が先週、プー
チン大統領によって署名された。「この法律は投資と引換えの割当取得を想定して
いる。投資家、企業家、様々な経済活動の参加者が漁獲割り当てを取得すると同時
に、ロシア極東に水産加工施設を建設するか、あるいは国産の船舶の購入に投資す
る義務を負う」とガルシカ大臣は明言した。（インターファクス７月12日）

　━━　中国東北情報　━━
　
  ◇  遼寧省の第三次産業投資実行金額808.7億元、全体の６割以上占める  ◇

　６月29日、遼寧省経済協力局の情報によれば、今年の前半５カ月で遼寧省が導入
した国内実際投資実行金額は1287.7億元だった。そのうち第三次産業の投資実行金
額は808.7億元、62.8％を占め、第一四半期59.5％よりもさらに上昇した。第三次
産業のプロジェクトのうち、研究開発プログラミング、電子ビジネス、文化メディ
ア、電子通信、情報ソフトウェア等の業種が各方面の資本から注目を集めた。
　瀋陽で100億元を投資する北方電商本部プロジェクトは、上海外高橋越境電子ビ
ジネス総合試験区の管理と運営モデルを参考にして建設した東北地域初の国際貿易
園区（工業団地）となるだろう。園区は政府と企業の協力モデルに照らして、総合
サービスプラットホームを構築し、税関・商品検査・税務等の部門と単一窓口を段
階的に実現している。プロジェクトは計画では３年後に完成して供用開始すること
になっており、輸出入貿易額3000億元を実現する見込みだ。
　大連は閉幕したばかりのソフトウェア・情報サービスフェアで目覚ましい成果を
あげ、阿迪データ研究開発センター等の11のプロジェクトを同一日に契約し、大連
のソフトウェア産業の核心的な競争力を強化し、世界の有名企業とともにクラウド
時代の未来に利益を得ることになるだろう。
　遼寧省では民間資本や外資および各種新型の社会資本に働きかけ、関係規定や管
理法規にしたがって資本金の一部を出資する方式で国有企業の制度改正と再組織に
参与させている。それと同時に、長江デルタ・珠江デルタや環渤海等の先進地域と
経済協力を深め、京津冀（北京・天津・河北省）の産業移転を受け入れて、遼寧省
の企業誘致・投資という重要な任務につなげている。今年前半５カ月の国内投資実
行金額のうち、長江デルタ・珠江デルタや環渤海経済圏からの投資が７割以上を占
めている。
　そのうち、投資額が40億元に達する大墨ＡＩロボット産業園（団地）プロジェク
トが瀋陽で調印された。産業園ではロボット開発・生産・体験・展示を一体として、
ドイツのKUKA、中国科学院自動化研究所等、国内外のロボットの主要企業が研究開
発のために駐在し、展示即売あるいは生産を行なうよう誘致する予定だ。
　100億元を下らない規模の特色のある街並み建設基金プロジェクトも大連金普新
区で契約され実施されることになっている。このプロジェクトは、金普新区を支え
る馬術小鎮・航空小鎮や街道博物館等、特色のある鎮および都市インフラの投資と
建設に使われる。（遼寧日報６月30日）

  ◇  中ロ越境観光専用列車「満洲里−シベリア号」始動  ◇

  ７月３日午後、汽笛が鳴り響く音とともに、万里の茶道（湖北省から河南省、山
西省、内モンゴル自治区を経由してモンゴル、ロシアにつながる茶貿易ルート）を
走る「満洲里−シベリア号」すなわち中ロ越境観光専用列車がゆっくりと動き出し
た。144名の観光客を乗せた列車は中国最大の陸路口岸都市の満洲里を出発し、歴
史のロマンにあふれた万里の茶道を通る越境の旅を開始した。
　この行事は、７月22日にフフホト市で開かれる中国・ロシア・モンゴル３国観光
大臣会議の関連事業だ。専用列車は「草原の星」「ユーラシアの星」といったロシ
アへの観光専用列車の基礎のもと、自治区観光局が打ち出した特色のある越境観光
商品だ。専用列車は満洲里から出発し、ユーラシアをまたがる大鉄道を通り、ロシ
アの３つの都市を経由して、最終的にイルクーツクに到着する。途中、ロシアの美
しい自然風景や魅力的な異国情緒を楽しむことができるだけでなく、昔の茶貿易の
道を体験することができる。
　自治区観光局の責任者によれば、越境専用列車は旅客に新しい選択を提供するだ
けでなく、両国の観光の発展や人員の往来推進を有利にする。特に中国・ロシア・
モンゴルに接しているという地理的な優位、「万里の茶道」というブランドの創造、
「一帯一路」と中・モ・ロ経済回廊の発展戦略を推進する意義は大きい。
（内モンゴル日報７月４日）

  ◇  長春−イルクーツク−モスクワ線就航  ◇

　７月５日午後３時５分、ウラル航空U6865便が無事離陸したことにより、長春−イ
ルクーツク−モスクワ線が順調に就航した。この路線の開通は吉林省とロシア・シ
ベリア地域、ヨーロッパまでを空のルートで結び、将来的に各都市の経済貿易や観
光にとって利益を生み、そのことがさらに大きな発展の場を提供することになる。
　今回のフライトはロシア・ウラル航空によるもので、機材はエアバスA320。U6865
便とU6866便の週1往復で、月曜の北京時間午後３時５分に長春を離陸し、イルクー
ツク時間で午後６時15分に到着し、モスクワ時間午後９時５分にモスクワに到着す
る。日曜のモスクワ時間午後10時30分にモスクワを出発し、イルクーツク時間で月
曜午前９時10分にイルクーツクに到着し、北京時間午後２時５分に長春に到着する。
（吉林日報７月５日）

  ◇  陸昊黒龍江省長、山形県代表団と面会  ◇

　７月４日午後、陸昊黒龍江省長はハルビンで吉村美栄子山形県知事と野川政文県
議会議長が率いる山形県の代表団と面会した。
　陸昊省長は山形県代表団に歓迎の意を表し、「中国の指導者は長期に安定的な中
日関係を発展させ、両国と両国人民の根本利益に合致させる方向性を打ち出してい
る。中国の指導者による両国関係発展のための確固たる原則にしたがい、私たちは
困難に打ち勝ち、地方間の交流協力を強化しなければならない。黒龍江省と山形県
は1993年に友好省県関係を結び、双方は良好な交流を保つ基礎のもと、経済貿易協
力分野に力を集中し、農業・牧畜業・食品業等、両地に共通する長所を相互補完で
きる分野で協力することを切り口に、両地の人々に多くの利益をもたらしている」
と述べた。
　吉村美栄子知事と野川政文議長は、山形県は黒龍江省との友好関係をさらに強化
し、ハルビン事務所を紐帯・プラットフォームとして経済貿易、観光、環境保護な
ど多方面、多角的な交流協力を展開していくことを表明した。
  面会には山形県議会、行政および企業代表、黒龍江省の関係部門の責任者が参加
した。（黒龍江日報７月６日）

  ◇  エレンホト口岸、トゥグルグと人民元兌換業務実現  ◇

　先頃、中国農業銀行エレンホト支店がモンゴルのトゥグルグと人民元の兌換業務
を実現した。当日、エレンホト支店はトゥグルグの収支業務と為替決済業務を行な
い、その金額はそれぞれ100万トゥグルグと40万トゥグルグだった。中国農業銀行
の人民元・トゥグルグ兌換業務は2015年８月14日、エレンホト市で取り扱いが始まっ
た。業務の実現により、中モ２国間の金融協力の基礎を固め、中モの全面的な戦略
的パートナーシップに積極的な推進作用を与え、中国の「一帯一路」戦略と北方へ
の全面的な開放に寄与し、エレンホトの国家重点開発開放試験区の建設において金
融サービスの提供を推進することになる。人民元のトゥグルグ直接兌換の意義は貿
易効率を高め、リスクを避けることにあり、エレンホト口岸が実施する国家の「一
帯一路」戦略の重要な取り組みであり、人民元の国際的な地位を確実に向上させる
ものだ。（内モンゴル日報７月７日）

  ◇  『図們江地域協力白書2016』刊行  ◇

　吉林省図們江国際協力学会と琿春市委員会、吉林大学東北アジア研究院が共同編
集した『図們江地域協力白書−図們江地域協力発展報告（2016）』が正式に刊行さ
れた。
　白書は学術研究、実証分析、対策提言、付属資料が一体となっており、2015年図
們江地域協力が得た成果をまとめ、状況を分析し、課題解決のための対策を検討し
ており、2015年の現状と発展趨勢を正確に反映している。白書は新しい情勢下にお
ける北東アジア国際協力への参与、多国間・二国間協力の主要な方向性・分野・道
筋について提起し、理論的かつ革新的な一連の研究成果となっている。
（吉林日報７月８日）

　━━　モンゴル情報　━━

  ◇  UB新市長が任命される  ◇

　ウランバートル（UB）市議会の第１回総会が６日、開かれた。S.バトボルド氏が
新しいUB市長（首都知事）に指名された。首相は６日、バトボルド氏をウランバー
トル市長に任命することを承認する布告を提出していた。バトボルド氏は７日、首
都知事室を訪れ、知事印を前任者、第31代ウランバートル市長のE.バトウール氏か
ら受け取った。授与式では、S.バヤンツォグト・モンゴル国内閣官房長官が首相の
布告を読み上げ、E.バトウール氏が市の重要な開発事業や予算について説明した。
　新市長は「公共サービスは滞りなく続くはずだ。ナーダムやASEM首脳会議の組織
など、たくさんの仕事が待っているので、我々は１分も無駄にできない。ウランバー
トル市が繁栄し、発展し続けることを祈念する」と述べた。
（GoGo Mongolia７月７日）

  ◇  新首相が任命される  ◇

　国家大会議（国会）の会合で、前財務大臣のJ.エルデネバト議員が第29代モンゴ
ル国首相に任命された。議員席からいくつか質問を受けた後、各政党の３名の議員
がスピーチした。新首相は、「何よりもまず、ASEMと次の冬支度に集中する。新し
いプロジェクトを始める前に、今の仕事を完結させる」と述べた。
（news.mn７月８日）

  ◇  中国がモンゴルの水力発電所への融資を中断  ◇

　ロシア側のクレームが原因で、中国がモンゴルのエギン川の水力発電所建設のた
めの10億ドルの提供プロセスを中断したことを、ブルームバーグが伝えている。
　ダム建設がバイカル湖に及ぼす悪影響への懸念をロシアが表明して以来、モンゴ
ルのエネルギー自立の基盤となりうる水力発電所プロジェクトが、双方が妥協に至
るまで凍結されかねなくなってきた。
　モンゴルは冬季の電力輸入からの自立を確保するため、高さ103メートルの水力
発電所の建設を目指している。人口280万のモンゴルには、不足分の電力をロシア
から調達するために年間2500万ドルが必要だ。さらに、同プロジェクトはモンゴル
の電力の石炭火力への依存の軽減を目的としている。
　「我々は独立国なのか、ロシアと中国の傀儡なのか、はっきりさせなければなら
ない」と水力発電所プロジェクトの責任者、オドフー・ドゥルゼ氏はウランバート
ルでメディアに表明した。「もし我々が屈すれば、モンゴル国民は、我々がロシア
や中国の許しがなければ何もできないと思うようになるだろう」。
　エギン川水力発電所は年間最大出力315メガワットの再生可能エネルギーの発電
所だ。また、エギン川はロシアのバイカル湖に注ぐセレンガ川の大きな支流のひと
つだ。オドフー氏は、ロシアの環境問題の懸念は根拠がなく、ロシアとユネスコの
反論は政治的な動機によるものだと述べている。モンゴル国外務省は、エギン川は
国境をまたいでいないので、水力発電所建設問題はモンゴルの国内問題であり、ロ
シアが介入するべきでないと指摘する。
  モンゴルは発電所建設費として中国からの融資を見込んでいる。発電所の初期段
階のインフラ整備に関するコンセッション契約が昨年、China Gezhouba Group 
Company Limited（中国葛洲堤集団）と締結された。12月にはモンゴル国会がモン
ゴル政府による中国輸出入銀行との20年の10億ドル規模の融資協定の調印を承認。
中国の融資の大部分（７億350万ドル）は、エギン川水力発電所建設プロジェクト
に使われることになっている。
  ところが今度は中国側が、ロシアと合意するまで、モンゴルへの資金提供をストッ
プした。オドフー氏は、中国輸出入銀行の資金が入って来なければ、モンゴル国は
日本、韓国、ノルウェー等、他国に融資を依頼する構えだと述べた。
　「ロシアはモンゴルの電力消費をコントロールしたがっている。これは政治問題
になる。圧力の梃子はロシアの手中にある。ロシアがいつでも、特に冬季、電力供
給を止めかねないことを我々は憂慮している」とオドフー氏は述べた。「中国側は、
これが環境問題でないことを明確に理解している。彼らはこれが政治問題だという
ことを知っている」とオドフー氏は指摘している。（Vesti７月11日）

  ◇  第11回ASEMが閉幕  ◇

  第11回ASEM首脳会議は16日、滞りなく閉幕した。シャングリ・ラホテルで13時か
ら記者会見が開かれ、ASEMに出席した指導者らは、このような高い水準でアジア欧
州会議が主催されたことへの感謝の意を表明した。
  ドナルド・トゥスク欧州理事会議長は謝意を表明し、今回のASEM会議は、思い出
を数多く彼に残し、モンゴルのナーダムが非常に気に入った、と述べた。ジャン＝
クロード・ユンケル欧州委員会委員長は３度目のモンゴル訪問になる。ユンケル委
員長は過去10回の ASEM首脳会議のすべてに出席している。「モンゴルでの第11回
ASEM首脳会議の開催は、最も生産的で成果があった。モンゴルがわずか300万人の
小さな国であることを、世界は知っている。しかし、彼らは今、モンゴルがいかに
素晴らしい国かを知っている」と委員長は述べた。
  ミャンマーのティンチョー副大統領、スロバキアのロベルト・フィツォ首相は、
首脳会議は非常にうまくいったし、よく組織されていたと述べた。エルベグドルジ
大統領は、ASEMを成功に導いたすべての公務員、警察、軍の関係者、ボランティア
に感謝の意を表し、2050年のオリンピック開催を目指す国として、これが大きなモ
チベーションとなるだろうと述べた。（GoGo Mongolia７月16日）

  ◇  韓国とモンゴルは自由貿易取引の道を模索  ◇

  青瓦台（韓国大統領官邸）の17日の発表によると、韓国の朴槿恵大統領とモンゴ
ルのエルベグドルジ大統領の首脳会談で、両国の経済協力を拡大するために自由貿
易協定を検討することが合意された。朴大統領は16日に閉幕したアジア欧州会議
（ASEM）に出席した後、２日間の公式訪問のため現在、首都に滞在中だ。２国間の
経済連携協定（EPA）を確立するために、両国は早ければこの年末、それに関する
共同研究を開始することで合意した。
  首脳会談の会期中、両首脳はまた、14件のインフラ整備プロジェクトへの韓国企
業の参画を支援することで合意し、20件の覚書（MOU）の署名に立ち会った。44.9
億ドル規模のプロジェクトは、電力、鉄道から都市開発にまで及ぶ。
  両国はまた、ゴビ砂漠で3000ヘクタールに植林し、ウランバートル近郊に「都市
森林」を形成するという砂漠化対処に注力することを約束するMOUにも署名した。
両首脳は、北朝鮮の非核化を目指す強硬な姿勢に基づき朝鮮半島の安定化を促進す
る方法について、話し合った（聯合ニュースより）。（news.mn７月18日）

　━━　対岸ビジネス情報　━━

  ◇  中国・吉祥航空　米子−上海、定期便目指す（鳥取）  ◇

  中国の航空会社・上海吉祥航空（上海市）トップの趙宏亮総裁は、３日に初便を
運航した米子−上海連続チャーター便について、定期便化を目指す方針を明らかに
した。米子空港（境港市）であったチャーター便歓迎セレモニーのあいさつで示し
た。
  同社は８月22日まで米子−上海間で、エアバス社製A320-200（158人乗り）を３〜
12日おきに計８往復運航する。趙氏は式典で「チャーター便で実績をつくって、定
期便になるよう、一緒に頑張ろう」と、出席した関係者に呼び掛けた。式典後の取
材に対しては、米子を観光素材の多い有望路線とした上で、定期便化への課題とし
て知名度不足を指摘。まずは団体旅行に力を入れ「（中国人に）鳥取のよさを体験
してもらう」と話した。（山陰中央新報７月４日）

  ◇  「免税」どう簡略化　商店街一括カウンター課題探る（青森）  ◇

  弘前市の下土手町商店街振興組合は、商店街への訪日観光客呼び込みと買い物需
要の活性化を狙い、免税手続きを一括して担う委託型カウンター設置に向けて動い
ている。５日には、同組合のほか周辺商店街の振興組合や市、東北運輸局などの担
当者が弘前商工会議所会館に集まり情報交換会を開催。今月半ばにも東北初の委託
型カウンターを開設する山形市七日町商店街の事例報告を受けながら、商店街あげ
てのインバウンド（訪日外国人旅行）対策の課題を探った。
  同事業は、市が策定した中心市街地活性化基本計画の一環。登録店舗で商品を購
入した旅行者が、カウンターで消費税の還付を受ける仕組みだ。
（東奥日報７月６日）

  ◇  北日本四政経懇　ゴルバチョフ元大統領と懇談（富山）  ◇

  北日本四政経懇話会のロシア視察団は現地時間の４日午後、モスクワのゴルバチョ
フ財団本部を訪れ、団長の板倉北日本新聞社長らが、元ソ連大統領でノーベル平和
賞受賞者のミハイル・ゴルバチョフ氏（85）と懇談した。
  同氏は核をめぐる世界の情勢について「危険な情勢だ」と警鐘を鳴らし、日ロを
含む各国の国民が「核兵器廃絶のために一緒に努力すべきだ」と国際社会の団結を
強く訴えた。日ロ関係にも触れ、「多分野で交流が盛んになれば、難しい問題も解
決できる」と、両国の協力関係を発展させることで平和条約締結が可能だとする見
方を示した。（北日本新聞７月６日）

  ◇  モンゴルへの理解促進　新潟産大、研究所を開所  ◇

  新潟産業大（柏崎市）に「モンゴル文化研究所」が開所した。学術研究とモンゴ
ル文化圏への理解促進が狙いで、北原保雄学長は「モンゴル文化圏の研究なら新潟
産業大と言われるような研究所を目指したい」と意欲を語った。
  新潟産業大は、中国内モンゴル自治区とモンゴル国の両地域を合わせて「モンゴ
ル文化圏」と位置付けている。かつて環日本海研究に力を入れていた関係で、両地
域から多くの留学生を受け入れ、教職員もモンゴルとのつながりが深いため設置し
た。研究所は学内の一室に置く。所長の沼岡努教授と、学外を含めた５人の研究員
が活動する。（新潟日報７月７日）

  ◇  米子−香港便、９月目標　香港航空幹部「必ず就航」（鳥取）  ◇

  香港航空は７日、米子空港（境港市）の香港定期便について、９月の就航を目標
に最終調整していることを明らかにした。香港にある同社本社を訪れ、就航時期の
早期確定を求めた鳥取県の平井伸治知事に対し、王利亜常務副総裁が答えた。
  香港航空は当初、今年３月の就航を目指していたが、香港政府からの認可が間に
合わず、現在も就航に至っていない。県交通政策課によると、同社は香港側の正式
認可が下りたとしており、王氏は平井知事に「必ず就航する」と明言したという。
  今後は、航空自衛隊と民間の共用になっている米子空港の使用許可や路線開設の届
け出など、日本国内の手続きを進める。（山陰中央新報７月８日）

  ◇  日本海横断航路契約トラブル　自民県議団が調査へ（新潟）  ◇

  2016年度の就航を目指していた県の日本海横断航路計画がフェリーの契約トラブ
ルで暗礁に乗り上げた問題で、自民党県議団は11日、トラブルの経緯などの調査に
乗り出す方針を固めた。今後、超党派でのプロジェクトチームの設置も検討する。
  県が「当事者間の守秘義務」などを理由に詳しい説明をしてこなかったため、自
民党県議団は船舶購入契約の経緯や県の関与について、９月県会までに県に説明な
どを求めることにした。自民党県連の桜井甚一・政務調査会長は「中古の物件を試
運転もしないで契約するなど不自然な点がある。県民に説明できるようにしなくて
はいけない」と話した。（新潟日報７月12日）

  ◇  外国語対応で安全な街へ　金沢東署、通訳チーム結成  ◇

  増加する外国人観光客に対応しようと、金沢東署は署員の通訳専門チーム
「Higashi Interpreter Team (HIT)」を結成した。英語などが堪能な６人がメンバー
に指定され、手厚い対応とおもてなし体制を目指す。通訳専門チームができるのは
県内の署では初めて。
  署は管内にJR金沢駅やひがし茶屋街を抱える。北陸新幹線の金沢開業後、道案内
や交通事故など外国人観光客らに対応することが増え、外国語での迅速な応対が不
可欠になっているという。６人は金沢駅前、武蔵ケ辻、浅野川大橋の各交番と、生
活安全、交通、警備の各課に所属。県警の通訳官にも指定されている。
（北陸中日新聞７月13日）

  ◇  7年ぶり中国盤錦市へ　砺波友好訪問団（富山）  ◇

　友好都市の中国盤錦市を７年ぶりに訪れる砺波市日中友好交流協会の第７回友好
訪問団の出発式が13日、市役所で行われ、団員13人が両市の交流を深めることを誓っ
た。17日まで５日間の日程で、盤錦市政府などを訪問する。
　日中関係の冷え込みから、同市への公式訪問が途絶えていた。1991年の友好都市
協定締結からことし25周年を迎え、再開した。（北日本新聞７月14日）

  ◇  農産物安全性の認証国際基準　県内浸透本格化へ（福井）  ◇

　県は、農産物の安全性などを認証する国際基準「グローバルGAP（農業生産工程
管理）」を、県内の農業生産法人などに浸透させる取り組みを本格化する。県農林
総合事務所の普及指導員が、同GPA認証機関の講師から基準に沿った生産工程を評
価するための知識や技能を学び、生産者を指導する体制を整える。先行モデルとし
て2020年度までに、24経営体の認証を目指す。
　グローバルGAPは安全・安心を裏付ける農薬や肥料の使用記録をはじめ、環境へ
の配慮、労働安全など生産に関するすべての工程を第三者が客観的に検証・改善し、
持続的な農業経営につなげていく国際基準。世界124カ国で導入されている。県地
域農業課によると、国内での認証件数は約350件。しかし県内では、福井あわら農
場1件のみ。（福井新聞７月14日）

━━━━　エリナ・レター　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

　◇　Sh. エンクバヤル
　　　『砂漠緑化に本県協力』（新潟日報 7月18日）

　　エリナ・レターは⇒　http://www.erina.or.jp/columns-letter/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.290(20160718)

━━━━　ERINAインフォメーション　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━
  ◇◇　調査研究部研究員（ロシア経済担当）と経済交流部職員を募集しています。

    詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/saiyou/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.290(20160718)

  ◇◇　境界地域研究ネットワーク JAPANが
      　「新潟発中露国境ツアー」【ERINA後援】の参加者を募集しています。

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/news/125752/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.290(20160718)

　◇◇　新潟県内高校・中学を対象に
　　　　　　　「ERINA出前教室」の申し込みを受け付けています。　

　　○対象　新潟県内の中学・高校の総合学習の時間など（1時限単位） 
　　○実施期間　平成28年5月〜12月
　　○申込　受付中

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/demae/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.290(20160718)

  ◇◇　パイク・グンウク『中ロの石油・ガス協力−その実際と影響』
                          （西村可明・ERINA訳、文眞堂）が発行されました。

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/staff/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.290(20160718)

　◇◇　『ERINA北東アジア研究叢書５』を発刊しました。

　　ERINA北東アジア研究叢書５
　　『北東アジアのエネルギー安全保障 −東を目指すロシアと日本の将来−』
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【杉本侃編著、日本評論社】

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/series/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.290(20160718)

　◇◇　英文学術誌「The Northeast Asian Economic Review」
　　　　編集委員会では投稿論文を募集しています。　

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/naer/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.290(20160718)

　◇◇　ERINA REPORT編集委員会では投稿をお待ちしています。　

　　投稿規程は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/er/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.290(20160718)

　◇◇　賛助会員・購読会員のご案内　

　　＜賛助会員制度＞

　　賛助会員制度は、この設立目的・事業活動に賛同される方々から積極的に
　　ご支援・ご協力をいただくとともに、ERINAの事業やその成果を活用して
　　いただくための制度です。

　　＜購読会員＞
　　
　　購読会員は、個人の方を対象に、ERINAの定期刊行物等をお届けするサービス
　　です。
　　
　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/member/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.290(20160718)

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━
  ご意見・お便りをお寄せください。　　e-mail：info-m@erina.or.jp
━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

  ◇　ERINAのメールマガジン◆北東アジアウォッチは
　　　配信システム　 『まぐまぐ』http://www.mag2.com/ で配信しています。

  ◇　バックナンバー　
　　　http://archive.mag2.com/0000143721/index.html

  ◇　登録・解除　
　　　http://www.erina.or.jp/publications/mailmag/

  ◇　ERINA ホームページ    http://www.erina.or.jp/　
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